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第1章 業務の目的と概要 
本章では、復興庁事業の目的と概要について説明する。 

 

1-1 業務の背景と目的 
「福島１２市町村の将来像に関する有識者検討会」において、避難指示などの出た田村市、

南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村及び飯

舘村(以下「１２市町村」という。)では、本格的な復興・再生に向けた新たなステージを迎え、

広域連携の観点から、将来像の実現を更に加速化するためのテーマに関係者が協力して集中的

に取り組むことが述べられた。 

この中で、福島県浜通り地域等における物流課題の実態把握・解決案の検討を行うこととさ

れており、本調査では大手配送事業者(以下「大手業者」という。)と地元の中小配送事業者(以

下「地元業者」という。)の連携を促進するために必要な情報収集等を行う。 

 

〔参考〕「第 13回福島１２市町村の将来像提言に関する有識者検討会」資料 4 より抜粋 

     ◆避難指示の解除が進展し、さまざまな支援措置により企業立地は進んでいる 

一方、地場の配送事業者の避難・廃業やドライバーの不足等を背景として、 

一部地域への集配送が行われていない、あるいは、従来どおりの条件での配 

送サービスの維持が難しくなっており、立地企業や自治体からは、それらの 

解決を求める声が高まっている。 

      ◆立地企業の継続的な事業活動を後押しし、また、今後浜通り地域へのさらな 

       る企業立地を進めていく中で、物流がそのボトルネックとならないよう、具 

       体的な解決策を検討する必要がある。 

 

1-2 業務の実施ステップ 
大手業者と地元業者の連携を促進するために必要な情報収集等を行った実施ステップを図表

1-2 に示す。 

 

 
図表 1-2 業務の実施ステップ 

 

①アンケート調査の概要…詳細は、報告書「第 2 章 2.1.アンケート調査結果」参照 

  大手業者向けのアンケート調査と、地元業者向けのアンケート調査を実施。 

    ◆大手業者：17 社にアンケート送付 

            特別積合わせ事業者・宅配事業者、食品/飲料などの物流を担う 

            貨物運送事業者、浜通り地域の製造業の物流を担う物流子会社 

などに送付。 

     ◆地元業者：601 社にアンケート送付 

             福島県トラック協会様の会員企業 848 社※の 7 割の企業に送付。 
                 ※平成 31 年10 月時点 
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②「出会いの場」の開催…詳細は、報告書「第 2 章 2.2.「出会いの場」の開催結果」参照 

   平成 30 年 12 月10 日、福島県トラック協会白河の関トラックステーションで開催 

    ◆主    催 ：  復興庁・福島県トラック協会様 

    ◆参 加 社 数 ：  大手業者 4 社(5名)  地元業者 6社(10 名) 

合計：10 社(15 名) 
注：福島相双復興推進機構様も、オブザーバーとしてご参加 

    ◆進    行 ： ※主催者 挨拶 

             ※意見交換 

             ※成立したマッチング/組合せの確認 

 

③大手業者・地元業者の具体的連携に向けた取組み 

…詳細は、報告書「第 3章 大手業者・地元業者の具体的な連携検討」参照 

   アンケート調査、「出会いの場」の開催等を通じて、連携をして頂ける可能性のある 

大手業者・地元業者間の連携に向けた具体的調整を支援。 

併せて、大手業者・地元業者連携に向けた「課題」と「解決策」を、インタビュを通じ 

て収集。 

 

 

1-3 業務の実施体制 
事業の実施体制を図表 1-3 に示す。 

 

 
図表 1-3 事業の実施体制 
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第2章 大手業者と地元業者の連携に向けた実態調査 
2-1 アンケート調査 

 

２-１-１アンケート調査実施概要 
以下の要領にてアンケート調査を実施した。 

アンケート名 ：福島県浜通り地域における物流問題解決に向けた調査事業アンケート 

実施期間 ：2018 年11 月 5日（月） ～ 2018 年 12月 4 日（火）  

調査方法 ：下記の条件で選定した618 事業者に、郵送配布、郵送回答 

一部の回答については、電話にて回答内容の確認を実施 

アンケート送付先選定条件 ： 

大手業者 下記の 3つの観点から、17 社を選定し、送付 

①浜通り地域の今後の発展を支える、 

「物流ネットワーク網」を有する大手特積・宅配事業社 ⇒8 社 

②「帰還被災者の生活」を支える、 

食品・飲料など物流を担う大手貨物運送事業者 ⇒７社 

③浜通り地域の製造業の物流を担う大手貨物運送事業者 ⇒２社 

 

地元業者 福島県トラック協会加盟のトラック事業者（848 社）のうち、 

下記の条件に従って 601 社を選定し、送付 

・引越業者/霊柩車を生業とする事業者は対象外とする 

・会津支部に加盟する事業者は対象外とする 

・大手業者の支店、営業所は対象外とする 

・１２市町村の隣接地域にある支部を重点的に調査する 

（いわき、県中、相双支部については全ての事業者を対象とした。） 

 
 

２-１-２アンケート調査項目 

地元業者・大手業者へのアンケート項目は、下表に示す、双方相対した質問項目で構成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２-１-３最終的な回答状況について 

いわき支部 県中支部 県南支部 県北支部 相双支部 総計

171 268 26 47 89 601
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【地元業者】 

 
 送付した 601 社のうち、以下の事業者から回答を頂いた。 

 
【ご参考：アンケートに回答しなかった/できない理由・・・個別に連絡頂いた企業】 

Ａ：１２市町村の配送をしていない。   

    ・１２市町村は集配を実施していない。予定もない ・・・ いわき市・郡山市等 

Ｂ：その他   

    ・配送サービスなどの低下は、災害に関係なく、自分たちで対応するべき・・・本宮市 

 

【大手業者】 

 
 送付した 17 社のうち、以下の 8社の事業者から回答を頂いた。 
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２-１-４回答企業の事業概要について 

 

――車種別トラック保有台数について―― 

 
【地元業者】 

 

支部別、台数レンジ別のトラック保有企業数集計は以下の通りである。 

 
 

支部別、車種別のトラック保有台数集計は以下の通りである。 

 
 

【大手業者】 
 

事業者別のトラック保有数集計は以下の通りである。 

 

  

(社) 

(台) 
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――取り扱う品目の分類と特性について―― 
【地元業者】 

 

支部別、品類別の出現頻度は以下の通りである。 

※左側（青系の色）のバーであるほど、集配、幹線、拠点共同活用にて比較的連携しやすい

品目を取り扱っていることを示し、右側（赤系の色）のバーであるほど、比較的連携しに

くい品目を取り扱っていることを示す。 

 
全回答を品類、輸送時荷姿、温度帯、臭い、汚れ、連携しやすいパターンの数※、で集計する 

※「連携しやすいパターン」とは、輸送時荷姿が「パレット積」であり、かつ温度帯が「常

温」であり、かつ臭いが「なし」であり、かつ汚れが「なし」であると回答した品類。つ

まり、大手業者との連携実現に向けた可能性のある回答。 

（回答件数） 
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【大手業者】 
 

事業者別の取扱品類・荷姿・温度帯・臭い・汚れの一覧は以下の通りである。 

 
※空欄は無回答 

 

 

事業者別の貨物流動量は以下の通りである。（集配物量:平均物量の降順とした） 

 
※空欄は無回答 
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――物流拠点について―― 
【地元業者】 

 

市町村別の拠点数及び施設の特性は以下の通りである 
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２-１-５回答企業の認識課題について 

【地元業者】 
 

地元業者が認識している１２市町村の物流に関する課題を、下の 3 つの領域から確認した。 

領域➀：「集配物流」に関わる課題 

領域②：「幹線運行」に関わる課題 

領域③：「拠点運営」に関わる課題 

 

更に領域ごとに認識している課題を、以下の 3 つの分類ごとに整理した。 

・「エリア」に関わる課題（対応できないエリアがある等） 

・「サービスレベル」に関わる課題（時間指定ができない等） 

・「コスト」に関わる課題（荷量がすくなく収益性が悪い等） 

 

 
※青字は好意的な意見として頂いたもの。         
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【大手業者】 
 

大手業者が認識している１２市町村の物流に関する課題を、下の３つの領域から確認した。 

領域➀：「集配物流」に関わる課題 

領域②：「幹線運行」に関わる課題 

領域③：「拠点運営」に関わる課題 

更に領域ごとに認識している課題を、以下の 3 つの分類ごとに整理した。 

・「エリア」に関わる課題（対応できないエリアがある等） 

・「サービスレベル」に関わる課題（時間指定ができない等） 

・「コスト」に関わる課題（荷量が少なく収益性が悪い等） 
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２-１-６回答企業の連携希望について 

【地元業者】 
 

地元業者がどのように大手業者と連携したいか、下の 3つの領域から確認した。 

領域➀：「集配物流」で連携 

領域②：「幹線運行」で連携 

領域③：「拠点共同活用」で連携 

大手業者と連携を希望しない地元業者が多数に上った。 

 

 
 

【大手業者】 
 

大手業者がどのように地元業者と連携したいか、下の 3つの領域から確認した 

領域➀：「集配物流」で連携 

領域②：「幹線運行」で連携 

領域③：「拠点共同活用」で連携 
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２-１-７回答企業の連携するためのマッチング要件について 

――集配物流での連携について―― 
 

地元業者と大手業者が、集配物流で連携したい（「集配を任せたい」または「集配を引き受け

たい」）エリアを確認した。 

・地元業者と大手業者で「任せたい」「引き受けたい」の希望が重なっているエリアがあった。 

（＝集配物流の連携の潜在性がある） 

市町村別には、下表のような回答であった。 

 
 

 

――幹線運行での連携について―― 
 

地元業者と大手業者が、幹線運行で連携したい（「幹線運行を任せたい」または「幹線運行を

引き受けたい」）エリアを確認した。 

・地元業者と大手業者で「任せたい」「引き受けたい」の希望が重なっているエリアはなかっ

た。 

（＝幹線運行の連携の潜在性はない） 

 

地元業者 幹線運行を「大手業者に任せたい」また「大手業者から引き受けたい」との 

2 パターンの回答があった。 

大手業者 幹線運行を「地元業者に任せたい」という回答は無し。 

すべて「地元業者から引き受けたい」との回答であった。 

なお、幹線発着の国内の希望エリアについては、地元業者・大手業者で一致するものは

なかった。 

 

 

 

――拠点共同活用での連携について―― 
 

 

地元業者と大手業者が、拠点共同活用で連携したい（「拠点を貸したい」または「拠点を借り

たい」）エリアを確認した。 

・地元業者と大手業者で「貸したい」「借りたい」の希望が重なっているエリアはなかった。 

（＝拠点共同活用の連携の潜在性はない） 
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地元業者 拠点共同活用において、拠点を「大手業者に貸したい」 

また「大手業者から借りたい」との 2 パターンの回答があった。 

大手業者 拠点共同活用において、拠点を「地元業者に貸したい・借りたい」との 

  回答は無し。 

 

業者別には、下表のような回答であった。 

 

【地元業者】 

 
 

【大手業者】 
 拠点を借りたい・貸したいと回答した大手業者は無し 
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２-１-８連携に向けた障害要因について 

アンケートを通して、「大手業者・地元業者との連携を希望しない」と回答した事業者に対

し、その理由を確認した。 

 

地元業者が、大手業者との連携を希望しない理由…64 社 
➀ドライバー不足(所在地/取扱品目) 

1:今、ドライバーがいないため、仕事が受けられない。 

2:人員不足で連携できない 

3:従業員の高齢化も進んでおり、今現在の仕事で精一杯 

4:震災後、ドライバーが不足しています 

5:ドライバーの人材確保が困難である 

6:求人出しても反応がない 

7:高卒者の求人をするも、若年の労働者層の応募がない 

②現状の業務実態(所在地/取扱品目) 

【業態が連携に合致しない】 

8:鉄道コンテナの集配業務だけしか行っていないため、適合しない 

9:複数の資格が必要な仕事である 

10:貨物の取り扱いが、特殊なため 

11:除去土壌運搬のみの業務なので 

 

【そもそも困っていない】 

12:復興に関する問題点は、別にない 

13:今でも顧客からの要請には応えられている。12 町村エリアではないが、仕事は今でも 

十分にある状況 

14:課題なし(集配/幹線ともに、課題欄は全て「該当なし」) 

 

③その他(所在地/取扱品目) 

15:大手と連携すると、無理難題を押し付けられる。 

16:大手の会社ほど、元請けと傭車という関係を強調してくる。 

長時間の運行など、面倒な荷主への納品を依頼してくる 

17:大手と連携は、運賃/運行時間帯など、障壁がある 

18:大手と連携したら、価格面が心配 

 

 

大手業者が、地元業者との連携を希望しない理由・・・4 社 
➀連携したい協力会社のエリア性 

1:現在、仙台北部にある自社物流センターから、東北 6 県は配送している。 

2:現在、協力会社は、仙台エリアの運送事業者にお願いしており、特に困っていない。 

3:今後、増やす場合も、仙台エリアの協力会社と連携したい。 

②協力会社への支払いが割高 

4:正直なところ、現状維持で行きたいと考えている。 

※現在は、2 社の協力会社に、南相馬・双葉郡・田村の配送を固定(定期)委託。 

5:地元業者と新たに連携しても、震災前の料金体系には戻り得ず、割高になる可能性があ

る。但し、今回の調査事業で行う実験に内容が整理されたら、相談はさせて頂きたい。 

③その他 

6:既に、福島県内約 50社と契約締結し、連携を図っている。 
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２-１-９参考資料 

調査に使用した以下の資料を次頁から掲載する。 

・大手業者向けアンケート調査票 

・地元業者向けアンケート調査票 

・品類・品目分類表 
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１７ 

――大手業者向けアンケート調査票―― 
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１８ 



 

19 

 

 

１９ 



 

20 

 

  

２０ 



 

21 

 

 

２１ 



 

22 

 

  

２２ 



 

23 

 

 
 

２３ 



 

24 

 

  

２４ 

――地元業者向けアンケート調査票―― 



 

25 

 

  

２５ 



 

26 

 

 

２６ 



 

27 

 

  

２７ 



 

28 

 

 

２８ 



 

29 

 

  

２９ 



 

30 

 

 

３０ 
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３１ 

――品類・品目分類表―― 
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３２ 



 

33 

 

 

３３ 
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2-2 「出会いの場」の開催結果 
本項では、平成 30 年１２月に開催した「出会いの場」の開催結果を記載する。 

 

① 「出会いの場」とは 

「出会いの場」とは、福島県浜通り地域等の物流に関わる様々な悩みを持っている物流事業

者に集まっていただき、連携のための「キッカケ」を創っていただく場である。 

前項で示したアンケートに「出会いの場」開催案内を同封し、参加募集を行った。 

 

 

② 「出会いの場」の実施概要 

実施概要は以下の通り。 

・開催日時：平成 30年12 月 10日（月）13時～15 時 

・主  催：復興庁・福島県トラック協会様 

・開催場所：福島県トラック協会 白河の関トラックステーション 

・参加社数：大手業者 4 社（5名） 地元業者 6 社（10 名） 

合計 10 社（15 名） 

 

 

③ 「出会いの場」のマッチング結果 

「出会いの場」では、全参加業者が出会いをした結果、合計 10 組の成立となった。その内

訳を図表 2-2-1 に示す。 

10 組の出会いのうち、連携領域では「集配で連携」が 8組、「幹線で連携」が 2組で、「集

配で連携」ニーズの高さが伺える結果となった。 

また、大手業者と地元業者の連携が主であったが、地元業者同士での連携も見られた。 

 

 
図表 2-2-1 マッチング結果 

 

これら 10 組について、各社間での検討の状況を大手業者軸で整理する。 

大手 A 社 

地元業者３社と集配連携で４組マッチング。 

まずは、A 社にて地元業者との連携時の青写真の作成から開始。 

連携実現の可否も含め、両社間で詳細検討中。 
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大手 B 社 

地元業者２社と集配連携で２組マッチング。 

地元業者から見積もりを受け取り、金額の調整と併行して与信の審査など準備を実施中。 

 

大手 C 社 

地元業者１社と集配連携及び幹線連携で２組マッチング。 

詳細調整中。 

 

大手 D 社 

地元業者１社と集配連携で１組マッチング。 

詳細調整中。 

 

さらに、出会いの場に出席できなかった地元業者の連携希望を、大手業者に配布し、連携に

向けた可能性がある地元業者をノミネートした。 

 

 
図表 2-2-2 地元業者の連携希望に対するマッチング結果 

 

これら 10 組の出会いと２組の連携希望について、図表 2-2-3に相関図を整理した。 

 

 
図表 2-2-３ 出会いの場 相関図 

 

着目すべきは、図表 2-2-3 の中心にある地元業者ｂ社である。ｂ社は、大手業者 A 社、B

社、D 社の３社から、集配での連携を希望されている。その理由は、ｂ社が出会いの場におい

て車両の空いている時間帯（集配可能な時間帯）を示したことで、大手業者が連携に向けた検

討をしやすかったからと言える。 
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最後に、出会いの場の参加業者に対し、「非常に有用な場だった」「有用な場だった」「あまり

有用ではなかった」「有用ではなかった」の 4段階で感想を伺った。その結果、図表 2-2-4 に

示す通り、全ての業者から「非常に有用な場だった」、「有用な場だった」のいずれかの評価を

得た。 

 

 
図表 2-2-4 出会いの場 アンケート結果 

 

具体的には、①今後の業務に繋げられる、③共同配送ができそうである、という感想に加え、

今後の要望として⑦地元業者を始め、県内外の同業者との連携も図れれば良いといった、前向

きな感想があった。 
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ご参考：当日の様子 

 

《意見交換タイムの様子》 

 
 

《成立したマッチングの確認の様子》 
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ご参考：「出会いの場」開催案内 

３８ 
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ご参考：「出会いの場」参加申込書 

 

３９ 
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2-3 実態調査の総括 
アンケート調査結果、及び出会いの場の開催を踏まえて、大手業者と地元業者の具体的連携

の検討項目を、総括する。 

 

 

A．大手業者の「集配委託協力会社(=地元業者)」を充実させる検討が必要である。 

その➀：大手業者 自社拠点発着の「委託協力会社」を増強させる検討 

   連携できる地元業者を求める大手業者のニーズが高い事から、 

   大手業者が連携できる地元業者を増強させる検討。 

その②：大手業者・地元業者間の拠点共同活用も視野に入れたリレー輸送ネットワーク 

などを構築させる検討 

大手業者の集配サービスレベルを向上させるニーズが高い事から、 

地元業者の拠点活用も視野に入れたリレー輸送ネットワークの構築を検討。 

 

B．大手業者と地元業者との連携で、共同配送の仕組みを構築させる検討が必要である。 

       物流子会社の既存ネットワークに組み込むなど、12 市町村荷主企業の 

集配貨物を既存の輸送ネットワークに組み込む検討。 

 

 

なお上記A、及びB の検討を進めるステップを図表 2-3に示す。 

 

 

 
図表 2-3 検討を進めるステッブ 

 

 

 

検討項目の詳細は、「第3 章 大手業者と地元業者の具体的連携の検討」で説明する。 
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第3章 大手業者と地元業者の具体的連携の検討 
本章では、大手業者と地元業者の具体的連携に向けて検討した詳細を説明する。 

 

 

3-1 大手業者 自社拠点発着の「委託協力会社」を増強させる検討 
先ず検討して頂いた事業者を紹介する。 

 

【検討頂いた企業のプロフィール】 

◆大手業者 

いわき市に営業所を構える大手特別積み合せ業者。 

但し１２市町村集配で、集配不可/配送日時指定不可エリアあり。(広野町など) 

  １２市町村物流課題解決に向け、荷主企業に対する物流サービス向上を、最大の解決課題 

と位置づけ、現在、取組み中。 

  この点から、集配を手伝ってくれる地元業者が欲しいと探している。 

◆地元業者 

  現保有車両の空き時間帯(午前)に活用してくれる大手業者を探している。 

新規売上げ獲得とともに、復興に向けた貢献をしたい。 

 

上記プロフィールを踏まえ、両社のニーズが合致し検討に到っており、現在、実現に向けて

両社で詳細な調整中である。 

 

ご検討頂いた具体的な連携内容は、次の通り。 

 

     
 

           
  

 

なお、連携の検討にあたっては、次の事項を主に検討頂いた。 

◆大手業者の集配貨物確定タイミングと、地元業者の車両提供可否確定タイミングの 

 時間的差異を埋める検討。 

◆地元業者の車両は箱車であり、一方、大手業者は、ウイング車での荷扱い作業を 

前提としている事から、荷扱い作業に関する検討。 



 

42 

 

 

3-2 大手業者・地元業者間の拠点共同活用も視野に入れたリレー輸送ネ

ットワークなどを構築させる検討 
先ず検討して頂いた事業者を紹介する。 

 

【検討頂いた企業のプロフィール】 

◆大手業者 

南相馬市に営業所構える大手特別積み合せ業者。 

但し、南相馬市の北寄りに営業所を構えている事もあり、１２市町村集配で 

十分な物流サービスを提供できない課題を持っている。         

物流サービス向上に向けて、現在、取組み中。 

  ◆地元業者 

  南相馬市の南寄りに自社倉庫を保有。但し、この自社倉庫が、現在、空いており 

  使ってくれる荷主、あるいは物流事業者を探している。 

  この自社倉庫の有効活用と、自車両活用の双方を視野に入れ、復興に向け貢献したい。 

 

上記プロフィールを踏まえ、両社のニーズが合致し検討に到っている。 

 

ご検討頂いた具体的な連携内容は、次の通り。 

 

     
 

         
 

なお、連携の検討にあたっては、次の事項も視野に入れ、検討して頂いた。 

◆大手業者の南相馬営業所は、同社の他の 2 箇所の営業所から、幹線入荷をしている。 

     注：国内営業所から、南相馬営業所への直納幹線はなし 

 場合によっては、本取組み実現に向け、幹線ネットワークの見直しも生じる事もある。 
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3-3 物流子会社の既存輸送ネットワークに組み込みをさせる検討 
先ずは検討して頂いた事業者を紹介する。 

 

【検討頂いた企業のプロフィール】 

◆大手業者 

いわき市に工場を構える大手製造業の物流子会社。本工場から、製品を全国に出荷。 

  ◆地元業者 

  上記物流子会社の福島県内を中心に福島県近辺の配送を担う協力会社。 

  １２市町村荷主企業が抱える物流課題解決に向け、是非とも協力させて頂きたい。 

   

※なお、地元業者が「東海地域への出荷に関する物流コスト削減」を緊急課題としてい

る、とある「荷主企業」の困りごとを聞きつけ、その課題解決のために、下記の連携内容

で検討に至っている。 

 

 

 
   

 

 
 

 

 

なお、連携の検討にあたっては、次の事項も視野に入れ、検討して頂いた。 

◆大手製造業いわき市工場の東海行き幹線輸送の発時刻に、同工場への荷主企業の製品

の持込み時刻を合わせるための検討。 

◆東海地域における配送ネットワークの見直しの実施を行うかどうかの見極め。 
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第4章 まとめ 
 

 

4-1 大手業者・地元業者の連携に向けた「課題」と「解決策」の洗出し 
『大手業者と地元業者の連携に向けた「課題」と「解決策」』を洗出す全体像を、図表 4-1-

1 に示す。 

 

 

 
図表 4-1-1 大手業者と地元業者の連携に向けた「課題」と「解決策」を洗い出す全体像 

 

 

   整理領域➀ 連携に向けた検討を活性化 

        ◆今回のアンケート調査で、連携を希望しなかった大手業者又は地元業者 

         が、連携を希望しない理由として、どの様な回答しているか洗い出し、 

整理 

        ◆有志企業へのインタビュを通じ、前項で洗い出した内容ごとに、 

当該企業が解決に向け取り組んでいる内容を、「解決策」として整理 

   整理領域② 連携に向けた検討を進める中で、マッチングを成約 

        ◆「第 3 章 大手業者と地元業者の具体的連携の検討」の項目を対象に、 

実現に向けた調整を進める中で生じた「課題」、及びその「解決策」を 

洗い出し、整理 

    整理領域③ 大手業者・地元業者の連携を更に拡充 

        ◆大手業者と地元業者の連携をさらに拡充させるためのポイントを、有志 

企業のインタビュを通じて洗い出し、整理 

 

 

 

以降、それぞれの内容について説明する。 
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整理領域➀：連携に向けた検討を活性化※させるためには、どうすれば良いのか？ 
            ※検討して頂く「組合せ企業数」を増加 
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整理領域②：連携に向けた検討を進める中でマッチングを成約させるためには、どうすれば  

    良いか？ 

 

 

 

 

 

整理領域③： 大手業者・地元業者の連携を更に拡充させるためには、どうすれば良いか？ 
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4-2 １２市町村物流課題解決に向けた その他取組み 
本事業は、「大手業者と地元業者を個々にマッチング」させる地道な取組みである。この地道

な取組みは、１２市町村の物流課題解決に向け、必要な不可欠なプロセスではあるものの、非

常に時間がかかる取組みでもある。 

一方、１２市町村の物流課題解決は喫緊に解決しなければならない課題である事から、早急

に解決できる取組みも、並行して実施する事が望ましいと考えた。 

 

そこで、複数の大手業者が 12 市町村の物流で連携し、特定の大手業者に荷量を集約させる

可能性について、検討をした。 

 

検討に参加頂いた大手業者は、下記の通り。 

 

 

 

また検討に際して基本的な考え方は、次の通り。 

  
 

なお検討は、現在も続いており、現時点の進捗は、図表 4-2-1 の検討の進め方に示す通りで

ある。 

 

図表 4-2-1 検討の進め方 
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なお現時点で合意した連携時の姿(概観)を、図表4-2-2 に示す。 

 

図表 4-2-2 連携時の姿(概観) 

 

 

 

 

なお現在は、中継拠点の運営を担って頂く地元業者を、大手業者と連携して調整中である。 

またこの「中継拠点」は、「１２市町村集配を担う一括物流センター」としての機能拡充も、

将来的な潜在性として見据えている。 

                  

 

 

 

以上 

 


